
（平成２１年４月２２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 10 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 11 件

国民年金関係 8 件

厚生年金関係 3 件

年金記録確認三重地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

三重国民年金 事案 577 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59年 11 月から 60年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

 氏    名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

 住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 59年 11月から 60年５月まで 

 会社勤めをしていた時に社会保険の担当をしていたこともあり、退職し

た際にＡ市役所で、国民年金と国民健康保険の加入手続を同時にした。申

立期間当時、私の国民年金保険料は妻が納付したが、妻の申立期間の国民

年金保険料は納付済みとされているにもかかわらず、私の納付記録が漏れ

ているのはおかしい。会社退職の際に退職金をもらっていて金銭的に余裕

はあったので、申立期間が未納とされているのは納得いかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は１回で７か月と短期間である上、申立人は、申立期間以降の国

民年金加入期間における国民年金保険料をすべて納付しており、厚生年金保

険と国民年金の切替手続も適切に実施している。 

また、申立人は申立期間当時の状況を明確に記憶しており、申立人や、そ

の家族がＡ市に転入した時期について、申立人は、その家族より先に同市に

転入したとしているところ、申立人が記憶している転入時期と戸籍及び住民

票の記録とが一致している上、申立人は、国民年金と国民健康保険の加入手

続を同時に行ったとしているところ、同市に照会した結果、申立人は昭和 59

年 11 月１日付けで国民健康保険の被保険者資格を取得していたことも確認で

きること等から、申立内容は信憑
ぴょう

性が高いと考えられる。 

さらに、申立人は、申立期間の国民年金保険料については、申立人の妻が

納付していたとしており、申立人の妻も、申立期間については二人分の保険

料を納付していたとしているところ、申立人の妻については、申立期間の保

険料は納付済みとなっている。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。



                      

  

三重国民年金 事案 578 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60 年８月から 61 年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年８月から 61年１月まで 

 昭和 60 年７月に会社を辞めてから、次の会社が見つかるまでの間、国民

年金保険料を払っていなかったので市役所から通知がきた。申立期間の保

険料については、夫が市役所内にある銀行に入金した。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は６か月と短期間である。 

また、申立期間の国民年金保険料を納付したとする申立人の夫は、昭和 38

年８月に国民年金に加入して以降、60 歳に到達した平成 15 年７月まで申立

期間も含め保険料を完納している上、多くの期間で付加保険料を納付してい

るなど、申立人の夫の納付意識は高かったものと考えられる。 

さらに、申立期間は、厚生年金保険の加入期間に挟まれた期間であるが、

国民年金の加入及び喪失の手続の日付は明確でないものの、後日追加された

形跡も無いことから、申立期間当時に手続が行われたと考えるのが自然であ

る上、申立期間当時、申立人の夫の事業は順調であり、経済的にも保険料を

納付する資力は十分にあったと考えられる。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

三重国民年金 事案 579 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46 年４月から 48 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年４月から 48年３月まで 

 申立期間当時はＡ市Ｂ区に居住しており、国民年金保険料は集金人に納

付していた。いつごろか記憶に無いが未納期間があると連絡を受け、集金

人にも納付を勧められ何回かに分けて集金人（又は区役所）に納付した記

憶がある。領収書は無く、金額も記憶していない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間を除き、国民年金加入期間について国民年金保険料を

すべて納付しており、申立人の納付意識は高かったものと考えられる。 

また、申立人は、申立期間の国民年金保険料について、集金人に納付して

いたとしているところ、Ａ市においては、申立期間当時、嘱託職員により３

か月ごとに保険料の集金が行われていたことが確認できることから、申立内

容を裏付けるものとなっている。 

さらに、申立人が所持する国民年金手帳の納付記録及び社会保険事務所の

記録から、昭和 44 年７月から申立期間直前の 46 年３月までの国民年金保険

料については、過年度納付されたものと推認でき、当該期間の保険料の時効

期限から判断すると、この過年度納付は申立期間中に納付されたものと考え

られる上、申立期間直後の昭和 48 年度及び 49 年度の国民年金保険料につい

ては、３か月ごとの納付期限内に納付されていることから、申立人の主張ど

おり、申立期間についても集金人による納付が行われていたと考えられると

ころ、申立期間の保険料を納付しないまま、翌年度の保険料から納付を行う

のは不自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

三重国民年金 事案 580 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46 年４月から同年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年４月から同年６月まで 

 私は、今まで７回ほど引っ越しをしているが、その都度、国民年金の加

入手続を行っており、国民年金保険料をすべて納付してきた。 

昭和 46 年に転居した際の３か月分の保険料が未納となっているが、私と

しては保険料をすべて納めているつもりなので納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は３か月と短期である上、申立人は、申立期間を除く国民年金加

入期間について国民年金保険料をすべて納付している。 

また、申立人は、昭和 46 年５月に婚姻し、同年６月に同じ市内で転居して

いるが、申立期間直前の同年１月から同年３月までの保険料を同年９月に過

年度納付しており、申立期間直後の保険料については現年度納付しているこ

とから、あえて申立期間のみ納付しなかったとは考え難い。 

さらに、申立人は、申立期間の国民年金保険料について、集金人に納付し

たとしているが、市の国民年金被保険者名簿によると、申立人が居住してい

た地区において納付組織があったことが確認できることから、申立人の主張

に不自然な点は無い。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

三重国民年金 事案 581 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 44 年４月から 45 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年４月から 45年３月まで 

申立期間の国民年金保険料は、毎月、集金に来てもらい母親が納付して

いた。申立期間前後の期間は納付しているのに、１年間だけ未納になって

いるが、母親は几
き

帳面な性格であったため、未納となっていることは考え

られない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は 12 か月と短期間である上、申立人は、20 歳になると同時に国

民年金に加入して以降、申立期間及び船員保険から国民年金への切替えの際

に生じた１か月を除いて、国民年金加入期間について国民年金保険料をすべ

て納付している。 

また、申立期間当時同居していた申立人の両親は共に、国民年金制度発足

時から国民年金に加入し、国民年金加入期間について国民年金保険料を完納

しており、納付意識は高かったものと考えられる。 

さらに、申立人の国民年金保険料の納付状況をみると、申立期間前後の国

民年金保険料は現年度納付されていることが確認できる上、申立人に転居等

生活環境の変化も無かったと考えられることから、あえて申立期間の国民年

金保険料を納付しなかったとは考え難い。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

三重国民年金 事案 582 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 49 年４月から同年９月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 49年４月から同年９月まで 

           ： ② 昭和 49年 10月から 50年８月まで 

    申立期間①の国民年金保険料は、妻が私の分と一緒にＡ市のＢ区役所に

おいて納付していた。 

申立期間②については、厚生年金保険に加入していた期間であるが、妻

が知らずに二人分の国民年金保険料を納付していた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 39 年４月に国民年金に加入して以降、申立期間①の直前ま

で国民年金保険料をすべて納付している。 

また、申立期間①は６か月と短期間である上、社会保険庁の記録によると、

申立人の国民年金保険料を納付していたとする申立人の妻は、昭和 38 年８月

に国民年金に加入して以降、申立期間①を含む納付記録が確認できる昭和 57

年度まで保険料を現年度納付している（厚生年金保険の加入期間を除く。）

ことから、納付意識が高かったものと考えられ、あえて申立期間①のみ納付

しなかったとは考え難い。 

一方、申立期間②については、申立人が厚生年金保険の加入資格を喪失し

た直後の昭和 50 年９月に別の国民年金手帳記号番号が払い出されている上、

申立期間②直後の同年９月から 51 年３月までの国民年金保険料については当

該記号番号により納付されていることから、申立人は厚生年金保険適用事業

所を退職した後、新たに国民年金の加入手続を行ったことがうかがえる。こ

のため、申立人は、厚生年金保険に加入していた間は国民年金への加入を継

続していたとは考えられない上、申立人の国民年金保険料を納付していたと



                      

  

する申立人の妻に確認しても、申立期間②に係る保険料の納付についての記

憶は明確でない。 

また、申立期間②について、申立人の妻が国民年金保険料を納付していた

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無い上、ほかに申立期間②

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち昭

和 49 年４月から同年９月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 

 



                      

 

  

三重厚生年金 事案 417 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格喪失日に

係る記録を昭和 47 年７月６日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を４万

8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年６月１日から同年７月６日まで 

    私は、昭和 47 年４月に会社に入社し研修を３か月間受けた。同年４月か

ら５月まではＣ市のＢ工場で、同年６月はＤ市のＥ部で研修を受けた後、

同年７月にＦ営業所に配属となった。50 年４月まで継続して働いており、

１か月、期間が空いているのは納得できない。申立期間を厚生年金保険被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務していたＡ社Ｂ工場（現在は、Ｇ社）に申立人の申立期間に

係る勤務実態、厚生年金保険の届出等について同社に照会したところ、人事

担当者より「当時の人事記録等の資料が無いため厚生年金保険の届出等は確

認できないが、当時の様子や現在の状況から判断して申立人が申し立ててい

る期間について、当社に勤務していたことは間違いない。」旨の回答があっ

た。 

また、社会保険事務所が保管しているＡ社Ｂ工場の厚生年金保険被保険者

名簿及び同社Ｆ営業所の被保険者原票により申立期間前後に厚生年金保険の

加入記録が確認できるとともに、申立期間に係る雇用保険の記録もあるほか、

当時の会社の同僚の供述から申立期間に申立人が在籍していたことが確認で

きる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は同社に継続して勤務し（昭和 47 年



                      

 

  

７月６日に同社Ｂ工場から同社Ｆ営業所へ異動）、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

申立期間の標準報酬月額については、Ａ社Ｂ工場に係る昭和 47 年５月の社

会保険事務所の記録から、４万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、申立人と同

時期にＡ社Ｂ工場から同社Ｆ営業所に異動した一人に申立人と同様の事象が

見受けられ、当該異動に係る届出が適切に行われたとは考え難いことから、

事業主が昭和 47 年６月１日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事

務所は、申立人に係る同年６月の保険料の納入の告知を行っておらず（社会

保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に

充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係

る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

三重厚生年金 事案 418 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立てに係る事業所における資格取得日は、平成元年６月 26 日で

あると認められることから、申立期間のうち、平成元年６月及び同年７月ま

での期間に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る記録を訂正するこ

とが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、平成元年６月及び同年７月は

36万円とするのが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年５月２日から同年８月１日まで 

    Ａ市にあったＢ社が独立してＣ市にＤ社をつくることになったため、会

社を移動した。提出した平成元年５月から 12 月までの給料明細書の記載

からも、申立期間について厚生年金保険料が控除されていたことが確認で

きる。Ｄ社社長に確認したところ、厚生年金保険の加入期間が空白になる

ことはなかったであろうとのことであった。申立期間について厚生年金保

険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間にＤ社で勤務していたことは、申立人が所持している申

立期間の給与明細書及び申立人の雇用保険加入記録により確認できる。また、

当該事業所は平成元年５月 24日に法人登記されたことが確認できる。 

しかし、社会保険事務所の記録によると、当該事業所は、平成元年８月１

日に新規に厚生年金保険の適用事業所となっているため、申立期間について

は、同事業所は厚生年金保険の適用事業所とはされておらず、同事業所にお

いて厚生年金保険被保険者資格を取得した申立人を含む４人は、いずれも同

日に被保険者資格を取得していることが確認できる。 

また、申立人が所持する申立期間に係る当該事業所が発行した給料明細書

を確認したところ、申立期間について厚生年金保険料が控除されているもの

の、平成元年 12 月支給分の給料明細書において、当該保険料を返金する旨の



                      

  

記載とともに、控除された申立期間の保険料が返金処理されていることが確

認できることから、事業主による申立期間における厚生年金保険料の控除が

あったとは認められない。 

一方、当該、控除保険料が返金された事情については、当該事業所は既に

解散しているため、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の適用及び厚生年

金保険料の控除について同事業所の元役員一人に照会したところ、「厚生年

金保険料を申立人の給料から控除したものの、厚生年金保険の新規適用に係

る手続きが間に合わなかったため、平成元年の年末調整に併せて当該保険料

を申立人に返した。」と供述している。 

また、「厚生年金保険の新規適用に係る手続が間に合わなかった。」こと

について、Ｅ社会保険事務局へ当時の新規適用時における適用の時期の取扱

いについて照会したところ、Ｅ社会保険事務局管内においては、適用申請が

あった場合、原則、適用年月日は、「調査を完了した月の翌月１日としてい

る。」との回答があった。さらに、当該事業所が社会保険関係事務を委託し

ていたＦ事業所が保管している『健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確

認並びに標準報酬決定通知書』において、申立人を含む４人全員の届出が平

成元年６月 26 日に社会保険事務所において受け付けられたことが確認できる。

加えて、当該事業所は、適用申請時点で既に法人格を有しており、同時点で

適用要件を満たしていることは容易に確認できる状況であったと考えられ、

適用日を同年８月１日とすべき特段の理由は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、当該事業所は平成元年６月 26 日に適用事業

所としての要件を具備したものとして、新規適用に係る届出を社会保険事務

所に行ったにもかかわらず、社会保険事務所の事務手続のルールに基づき、

法令に定めるところとは異なる処理を行った結果、申立人の資格取得日が事

実と異なる日付(平成元年８月１日資格取得)で記録されたものと認められる。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、『健康保険厚生年金保険被保

険者資格取得確認並びに標準報酬月額決定通知書』において確認できる標準

報酬月額から、平成元年６月及び同年７月は 36 万円とすることが妥当である。 



                      

 

  

三重厚生年金 事案 419 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主は、申立人が昭和 48 年９月１日に厚生年金保険被保険者の資格を喪

失した旨の届出を社会保険事務所に行ったことが認められることから、申立

期間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正することが

必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については３万 9,000 円とすることが妥当

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年４月１日から同年９月１日まで 

    私は、昭和 44 年２月 11 日から 48 年８月 31 日までＡ社Ｂ工場で勤務し

ており、転勤辞令を受けて、同年９月１日に同社Ｃ支社に異動した。勤務

の実態及び人事記録等は、すべて本社に保存されていると思う。当時の身

分証明書を提出する。 

申立期間について厚生年金保険被保険者であったと認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の雇用保険加入記録、Ａ社の人事記録及びＡ社企業年金基金への照

会結果から判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（昭和 48 年９月１

日にＡ社Ｂ工場から同社Ｃ支社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、社会保険事務所が保管しているＡ社Ｂ工場の健康保険厚生年金保険

被保険者名簿によると、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日は昭和

48 年４月１日とされているが、同名簿には申立期間内の同年６月から同年８

月までの給与が支払われ、当該期間の給与額に基づき同年９月１日付けで申

立人の標準報酬月額改定が行われたことが記録されており、これらの記録を

前提とすると、申立人が同年４月１日に資格喪失した旨の届出を事業主が行

ったとは考え難い。 

これらの事情を総合的に判断すると、事業主は、昭和 48 年９月１日に厚生

年金保険被保険者の資格を喪失した旨の届出を行ったことが認められる。 

  また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社Ｂ工場に係る昭和 48 年３

月の社会保険事務所の記録から、３万 9,000円とすることが妥当である。 



                      

  

三重厚生年金 事案 420 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立期間①について、申立人のＡ社におけ

る資格取得日に係る記録を昭和 34 年 10 月 16 日に、申立期間②について、同

社における資格喪失日に係る記録を 38 年２月 11 日に訂正し、申立期間①の

標準報酬月額を 8,000 円、申立期間②の標準報酬月額を１万 8,000 円とする

ことが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34年 10月 16日から同年 11月１日まで 

             ② 昭和 38年１月 10日から同年２月 11日まで 

     年金特別便によると、Ａ社において、昭和 34 年 11 月１日厚生年金保

険被保険者資格取得、38 年１月 10 日資格喪失となっているが、実際は

34 年 10 月 16 日資格取得、38 年２月 11 日資格喪失である。申立期間に

ついて、厚生年金保険加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持している昭和 34年 11月分及び 38年２月分の給与支払明細書

に記載されている厚生年金保険料額又は社会保険料額から判断すると、申立

人は申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、昭和 34 年 11 月分の給与支

払明細書に記載された厚生年金保険料額から 8,000 円、申立期間②の標準報

酬月額については、38 年２月分の給与支払明細書に記載された社会保険料額

から、１万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、Ａ社は既に解散しており、当時の役員の連絡先も不明であ



                      

  

る上、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、明らか

でないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日及び喪失日に係る届出を社会保険

事務所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情

が無いことから、行ったとは認められない。 

 



                      

  

三重国民年金 事案 583 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 51 年８月から 52 年６月までの国民年金保険料については､納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年８月から 52年６月まで 

申立期間当時、母親は国民年金に加入して国民年金保険料を払っており、

私の保険料についても払っていたようなことを母親の生前に聞いた覚えが

ある。母親は几
き

帳面な性格であったので、私が 20 歳になった時点で国民

年金保険料を掛けてくれたと思う。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人の母親が申立人の国民年金保険料を納付してい

たことを示す関連資料(家計簿、確定申告書等)は無い上、申立人自身は国民

年金の加入手続及び保険料納付に関与しておらず、それらを行ったとする申

立人の母親は他界しているため、国民年金の加入手続及び保険料納付の状況

が不明である。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、申立期間後に転居した市におい

て昭和 54 年４月に払い出されているが、同市が保管している申立人の国民

年金被保険者名簿では、申立人の資格取得年月日は同年３月１日となってお

り、当該資格取得日は社会保険庁の記録と一致している上、当該手帳記号番

号が払い出された時点では、申立期間の一部は特例納付によるほかは、時効

により国民年金保険料を納付することはできないが、申立期間について遡及
そきゅう

納付の形跡はうかがわれない。 

さらに、申立人が申立期間当時居住していたとする区では、国民年金被保

険者名簿を保管していないため確認できないが、同区を管轄する社会保険事

務所において、国民年金被保険者台帳（旧台帳）、国民年金手帳記号番号払

出簿等を調査しても、申立人の被保険者台帳は無い上、申立期間について別

の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も無く、申立期間は国民年金の



                      

  

未加入期間となっていることから、保険料を納付することはできない。 

加えて、申立期間について、国民年金保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。



                      

  

三重国民年金 事案 584 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 37 年５月から 38 年４月までの期間及び 39 年 10月から 42 年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年５月から 38年４月まで 

             ② 昭和 39年 10月から 42年３月まで 

町内会の席上で、総代から国民年金制度ができるという話があり、その

後、総代がまとめて加入手続をした。当時、国民年金保険料が納付できな

いほど生活に困っていたわけでもないので、夫と共に納付した。町内会は

４組あり、保険料は組長が毎月集金して責任者宅に届けていたが、当時の

責任者であるＡ氏は既に死亡しているため確認できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料(家計簿、確定申告書等)は無い。 

また、申立人の現在の国民年金手帳記号番号は、昭和 42 年７月に払い出

されているが、その時点では、申立期間①及び申立期間②の一部は時効によ

り国民年金保険料を納付できない期間である上、申立人は、保険料をまとめ

て過年度納付した記憶も無い。 

さらに、申立人には、昭和 42 年７月に払い出された国民年金手帳記号番

号とは別の記号番号が 36 年３月に申立人の夫と同日に払い出されているが、

その時点では、申立人は厚生年金保険に加入している上、市の記録によると、

当該記号番号は、厚生年金保険に加入していることを理由に 37 年９月に取

り消されており、当該記号番号により保険料が納付された形跡も無い。 

加えて、当該記号番号は、昭和 37 年９月に取り消されていることから、

42 年７月に現在の国民年金手帳記号番号が払い出されるまでは、申立期間①

のうち 37 年９月以降の期間及び申立期間②は未加入期間であることから、



                      

  

国民年金保険料を納付することはできない。 

   このほか、申立期間について、国民年金保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

三重国民年金 事案 585 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 38 年４月までの期間及び 39 年８月から 40 年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 38年４月まで 

             ② 昭和 39年８月から 40年３月まで 

国民年金制度が始まった時に、父親に勧められて国民年金に加入し、国

民年金保険料については、最初は集金人が集金に各戸に来ていたので、納

め忘れは無い。申立期間については、残念ながら結婚前のことであり、実

家も新築した時に古い物は全部処分したので、領収書は残っていない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人又は申立人の父親が申立人の国民年金保険料を

納付していたことを示す関連資料(家計簿、確定申告書等)は無い上、申立人

自身は国民年金の加入手続及び保険料の納付にほとんど関与しておらず、そ

れらを行ったとする申立人の父親は他界しているため、国民年金の加入手続

及び保険料の納付の状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 39 年８月に払い出されてい

るが、その時点では、申立期間①の一部は時効により国民年金保険料を納付

できない期間であり、申立期間①について別の国民年金手帳記号番号が払い

出された形跡も無い。 

   さらに、社会保険庁の記録によると、申立期間①及び②に挟まれた厚生年

金保険の加入期間は、平成 12 年 11 月に申立人の年金記録に追加されたもの

であり、それまでは国民年金の加入期間として管理されていたことがうかが

えるところ、申立期間当時の国民年金保険料の納付方法は印紙検認方式であ

り、保険料を現年度納付した場合、国民年金手帳の印紙検認記録欄に保険料

を納付したことを示す検認印を押すこととされているが、申立人が所持して



                      

  

いる国民年金手帳には、昭和 40 年度については検認印が押されているものの、

申立期間（申立期間①及び②に挟まれた厚生年金保険の加入期間を含む。）

について検認印は無く、保険料が現年度納付された形跡はみられない。 

加えて、市が保管している申立人の国金年金被保険者名簿によると、昭和

49 年９月に第２回特例納付の催告を行った記録があるが、申立期間について

特例納付された形跡は無い上、申立人も、申立期間の保険料をさかのぼって

納付した記憶は無いとしている。 

このほか、申立期間について、国民年金保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

三重国民年金 事案 586 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42年３月から 50年３月までの国民年金保険料については､納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年３月から 50年３月まで 

    申立期間の国民年金保険料については、私や妻が集金人に二人分の保険

料を納付していたので私だけが未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人又は申立人の妻が申立人の国民年金保険料を納

付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無い。 

また、申立人の妻は他界している上、申立人は、国民年金への加入手続や

保険料の納付方法等についての具体的な記憶は無いとしているため、国民年

金への加入手続及び保険料の納付状況が不明である。 

   さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 51 年３月に払い出されてい

るが、その時点では、申立期間の大部分は時効により国民年金保険料を納付

できない期間であり、申立期間について別の国民年金手帳記号番号が払い出

された形跡も無い。 

   加えて、申立期間は８年余りと長期に及んでおり、行政側にこれほど長期

にわたる過誤が生ずるとは考え難い。 

このほか、申立期間について、国民年金に加入し国民年金保険料を納付し

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

三重国民年金 事案 587 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 40 年 11 月から 44 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年 11月から 44年３月まで 

私は、申立期間当時、建築資材の販売をしていた両親の手伝いを兄と一

緒にしており、母親が家族全員の国民年金保険料を一緒に納付していた。

申立期間について、私の分だけが未納になっているのはおかしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人の母親が国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無い上、申立人自身は国民年金へ

の加入手続及び保険料納付に関与しておらず、加入手続等を行ったとする申

立人の母親も他界しているため、国民年金への加入及び保険料納付の状況が

不明である。 

また、申立人は、昭和 41年 10月から 45 年９月まで養子縁組を行っており、

申立人の国民年金手帳記号番号は、43 年 12 月ごろに養子先の名字で払い出

されていることが確認できるが、その時点では、申立期間の一部は時効によ

り国民年金保険料を納付することはできない期間である上、申立期間につい

て、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も無い。 

さらに、申立人は、申立人の母親が家族全員の保険料を一緒に納付してい

たと主張しているが、申立期間について、申立人の母親は現年度納付してい

ることが確認できるものの、申立人が所持している国民年金手帳の納付記録

欄によると、申立期間のうち、昭和 42 年度及び 43 年度の保険料については

検認印が押されておらず、現年度納付されていないことが確認できることか

ら、家族全員一緒に納付したという申立内容に不合理な点がみられる。 

加えて、申立期間について、国民年金保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

三重国民年金 事案 588 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年 12 月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年 12月から 50年３月まで 

    昭和 46 年２月１日にＡ市へ転居した後、49 年に、国民年金保険料を納

付期限から２年１か月前にさかのぼって納付できることを知り、国民年金

加入手続に必要と言われたので、以前勤めていたＢ市の会社まで厚生年金

証書を取りに行った。同年７月ごろ、私が 26 歳の当時、その証書を持って

市役所に手続に行き、職員から、「一人３万円を納付すれば厚生年金保険

期間以降の国民年金の未納期間が埋まります。」と言われ納付した。その

時領収書はもらったと思うが、今は手元に無い。夫と二人分の保険料であ

り、６万円という金額は大変であったのでよく覚えている。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無い。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 52 年４月に夫婦連番で払い

出されているが、その時点では、申立期間のほとんどは時効により国民年金

保険料を納付できない期間である上、申立期間について、別の国民年金手帳

記号番号が払い出された形跡も無い。 

さらに、申立期間については、申立人の夫も未納となっている上、市が保

管している国民年金被保険者名簿によると、申立人夫婦は、昭和 52 年５月及

び同年６月に、その時点で遡及
そきゅう

して納付することが可能な昭和 50 年度及び

51 年度の国民年金保険料を過年度納付していることが確認でき、当該期間の

保険料額は、申立人が申立期間について納付したとしている金額と一致して

いることから、申立人は、52 年５月及び同年６月に納付した保険料を申立期

間の保険料と錯誤している可能性も考えられる。 



                      

  

加えて、申立期間について、国民年金保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

三重国民年金 事案 589 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46 年１月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年１月から 50年３月まで 

    昭和 46 年２月１日にＡ市へ転居した後、49 年に、国民年金保険料を納

付期限から２年１か月前にさかのぼって納付できることを知り、同年７月

ごろ妻が市役所に加入手続に行き、職員から「一人３万円を納付すれば厚

生年金保険期間以降の国民年金の未納期間が埋まります。」と言われ納付

した。その時の領収書等証明するものは無い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人の妻が国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無い。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 52 年４月に夫婦連番で払い

出されているが、その時点では、申立期間のほとんどは時効により国民年金

保険料を納付できない期間である上、申立期間について、別の国民年金手帳

記号番号が払い出された形跡も無い。 

さらに、申立期間については、申立人の妻も未納となっている上、市が保

管している国民年金被保険者名簿によると、申立人夫婦は、昭和 52 年５月及

び同年６月に、その時点で遡及
そきゅう

して納付することが可能な昭和 50 年度及び

51 年度の国民年金保険料を過年度納付していることが確認でき、当該期間の

保険料額は、申立人が申立期間について納付したとしている金額と一致して

いることから、申立人は、52 年５月及び同年６月に納付した保険料を申立期

間の保険料と錯誤している可能性も考えられる。 

 加えて、申立期間について、国民年金保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。



                      

  

三重国民年金 事案 590 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45 年４月から 48 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年４月から 48年３月まで 

私はＡ町（現在は、Ｂ市）に転居して間もないころ、集金人から私の国

民年金保険料に未納があるとの説明を受けたので、役場で未納分の保険料

を計算してもらい、数回に分けて集金人に納付した。申立期間について、

保険料が未納となっているのは納得できない。 

        

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料(家計簿、確定申告書等)は無い。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人がＡ町に転入した時期

（昭和 49 年３月）とほぼ同時期に払い出されており、この時に、昭和 43 年

６月までさかのぼって被保険者資格を取得したものと考えられ、社会保険庁

の記録によると、申立期間を含む 43 年６月から 48 年３月までの国民年金保

険料は未納となっている。申立人は、当初、Ａ町に転入する前のＣ市で国民

年金に加入し、申立人の妻の国民年金保険料の納付に併せて自分の保険料も

納付していたと主張し、申立人の妻が保険料の納付を開始した 45 年４月以

降を申立期間としているが、その後、Ａ町に転入してから申立期間の保険料

を遡及
そきゅう

して納付したとするなど、申立期間の保険料納付に関する記憶が曖昧
あいまい

である上、申立人の妻が申立期間の保険料を納付したＣ市においても、申立

人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は無い。 

さらに、申立人がＡ町に転入した時期は、第２回特例納付の実施期間内で

あったことから、申立人が特例納付及び過年度納付により申立期間の保険料

を納付することは可能であったと考えられるが、申立人は、特例納付の対象

とした期間や、納付した金額、納付した時期等について明確な記憶が無い上、



                      

  

申立人は、特例納付等の保険料を集金人に納付したと主張しているが、Ｂ市

に照会しても、申立期間当時、集金人が特例納付等による保険料を集金した

ことの確認もできなかった。 

   加えて、申立期間について、国民年金保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



                      

  

三重厚生年金 事案 421 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者（当時は、労働者年

金保険。）として厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 17年７月１日から 18年１月まで 

私は、昭和 16 年３月に小学校を卒業後、地元の会社で働いている時に徴

用令で炭鉱へ勤務することとなり、昭和 17 年７月から 18 年１月までＡ事

業所において勤務していた。申立期間について、厚生年金保険の被保険者

であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所の記録によると、申立人が記憶しているＡ事業所の所在地

において、同事業所は厚生年金保険の適用事業所として確認できない上、法

務局に照会しても、同事業所に係る法人登記簿は見当たらないとの回答があ

り、当時の役員等関係者の所在も不明であるため、申立人の申立期間に係る

勤務実態、厚生年金保険の適用及び厚生年金保険料の控除の状況について関

連資料や供述を得ることはできなかった。 

また、申立人が申立期間に勤務していたとするＢ町において、炭鉱事業を

営む２社の事業所が把握できたものの、社会保険事務所が保管している２社

の事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立期間に申立人の氏

名は無い。 

さらに、申立人は申立期間当時の同僚の氏名を記憶しておらず、連絡先も

不明であるため、申立ての事実に係る供述等を得ることはできなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料、周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



                      

  

三重厚生年金 事案 422 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 32年７月から 36年４月まで 

             ② 昭和 36年５月から 39年ごろまで 

    昭和 32 年から 36 年ごろまでＡ県にあるＢ社（現在は、Ｃ社）のＤ工事

現場で働いた後、台風の復旧工事のため、Ｅ県にある同社Ｆ出張所で働い

た。いずれの事業所も労災保険に加入していた記憶があるため、厚生年金

保険にも加入していたはずである。申立期間について厚生年金保険被保険

者として認めてほしい。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

 Ｂ社Ｇ出張所及び同社Ｆ出張所における申立人の同僚の供述から、勤務時

期は特定できないものの、申立人が同社Ｇ出張所及び同社Ｆ出張所で勤務し

ていたことは推認できる。 

しかし、申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険の適用及び厚生年

金保険料の控除についてＣ社に照会したところ、当時の資料は残っていない

ため不明であるとの回答があり、これらを確認できる関連資料や供述を得る

ことはできなかった。 

 また、社会保険事務所の記録によると、Ｂ社Ｇ出張所が厚生年金保険の適

用事業所であった期間は、昭和 33年３月１日から 34年 11月１日までであり、

同社Ｆ出張所が厚生年金保険の適用事業所であった期間は、35 年１月１日か

ら 36 年 11 月１日までであることから、申立期間①のうち 33 年２月 28 日以

前の期間及び 34 年 11 月２日以降の期間、並びに申立期間②のうち 36 年 11

月２日以降の期間については、両事業所とも厚生年金保険の適用事業所では

ないことが確認できる。 

さらに、社会保険事務所が保管しているＢ社Ｇ出張所及び同社Ｆ出張所の



                      

  

健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人の氏名は無く、健康保険整

理番号に欠番も無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

加えて、申立期間①及び②におけるＢ社Ｇ出張所及び同社Ｆ出張所の厚生

年金保険被保険者であった複数の同僚が、申立人は正社員ではなく、現場に

は正社員以外にも従業員が働いていたが、正社員以外の従業員の厚生年金保

険の取り扱いについては不明であると供述している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料、周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

 

  

三重厚生年金 事案 423 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年 10月から 52年２月１日まで 

昭和 51 年８月に会社を退職し、いったんＡ地方に戻った後、同年 10 月

ごろよりＢ市にあるＣ社に勤務した。仕事の内容はＣ社の親会社であるＤ

社という会社の商品等を運送する仕事であった。52 年の正月にはＤ社に行

き同社の社長の訓示を聞いた。その当時、急性腎炎で１週間入院し、その

際にＣ社での健康保険被保険者証を使用したはずである。私は同事業所で

正社員として勤務していたので、申立期間について厚生年金保険の被保険

者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る勤務実態、厚生年金保険の適用及び厚生年金保険

料の控除の状況についてＣ社に照会したところ、当時の事情を知っている事

務担当者等は残っていないため不明であるとの回答があったものの、同社か

ら提出された健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認及び標準報酬決定

通知書、並びに健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失届確認通知書によれ

ば、申立人の厚生年金保険被保険者の資格取得年月日は昭和 52 年２月１日、

資格喪失年月日は同年４月 29 日となっており、これは社会保険事務所が保管

している健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録と一致している。 

また、申立人は当時のＣ社における同僚の氏名等を覚えていないため、社

会保険事務所の記録により確認できる申立期間に同社における厚生年金保険

被保険者であった 16 人のうち連絡先が判明した二人に照会したところ、いず

れも当時の記憶は不明確であり、申立てに係る事実を確認できる供述を得る

ことはできなかった。 

さらに、申立人のＣ社における雇用保険の加入記録によると、昭和 52 年４



                      

 

  

月１日資格取得、同年４月 28 日離職となっており、申立期間に係る加入記録

は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料、周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


